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1. はしがき
近年，わが国では企業経営の多角化・国際化が急速に進展し，その資金調
達及び運用も多様化，国際化してきている。それに関連して，わが国の有価
証券取引法上の企業内容開示制度も，より充実し国際的に通用するものとし
て種々の改善，拡充が図られてきているのが，今日の実情である。
企業会計審議会においても，昭和61年7月以降，その第一部会小委員会に
おいて，① 連結財務諸表の取扱い，③ 資金繰り情報の改善，⑧ セグメ
ント情報の充実，④ 四半期報告制度の導入，の四項目について審議が行わ
れ，その小委員会中間報告が取りまとめられている。
上記四項目のいずれについても，わが国企業の多角化・国際化からみてそ
の整備が強く要請されている。とりわけ，外国の投資家からそれらの改善な
いし拡充が早急に行われることが要望されている。また，これらの項目の整
備は，わが国企業会計制度の国際化の観点からも重要である。
わが国企業の財務内容開示制度の整備・改善のためには，上記の四項目は
本来，相互関連的に綜合的に検討することが望ましい。また，個別的に取上
げる場合にも，いずれを優先させるぺきかも議論の分かれるところである。
私見によれば，① 連結財務諸表，R 資金繰り情報の問題は徐々に改善
が図られてきている。④ 四半期報告制度の導入問題はわが国半期報告制度
との関連で考えるぺきことであろう。しかし，⑧ セグメント情報の充実は
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わが国企業会計制度からみれば，全く新しいディスクロジャー制度にかかわ
るものとして注目すべき課題である。このような考え方から，セクツント情
報の開示問題を，わが国企業会計制度の国際化問題に重要な関連をもつもの
として考えたいと思う。
わが国企業会計制度，すなわち外部財務報告会計制度として，セグメント
情報の開示制度を導入する場合，その方面での先進国であるアメリカのセグ
メント別報告制度の実情を調べることが近道であると思われる。ここでは，
アメリカ企業一般の問題としてではなく，特定の企業がどのようにして制度
的に開示を初め，さらにその年次を重ねることにより，どのようにしてその
報告制度が定着しつつあるかを検討するごとにしたい。それが今後のわが国
のセグメント情報開示の制度的定着を考える場合に，意味あるものと思われ
るからである。
セグメント別報告が制度的に行われているアメリカの特定企業をいかに選
択すべきか， その手本となる企業の選択は大変難しい問題である。本稿で
は，アメリカにおける最も巨大な企業であり，情報処理産業として世界的に
著名な企業であるIBM社 (InternationalBusiness Machines Corporation) 
をその対象に選ぶことにした。 しかし， それがセグメント別報告の研究に
とって最も適切なものであるかどうかについては必ずしも明らかではない。
本稿で IBM社を選択したのは， それがアメリカの代表的企業であるだけ
でなく， 筆者が個人的に10数年前より関心をもち， その株主宛年次報告書
(Annual Report)を，早くから各年度分を入手していたことによる。さら
(1) 
に， IBM社に関する書物も多く， 同社を種々の角度から検討し， 理解する
(1) IBM社を取上げた書物は， わが国でも恐らく数拾冊になるのではないかと思
われる。代表的な研究書としては，次の書物が著名である。
坂本和ー著「IBM-—事業展開と組織改革—--」ミネルヴァ書房 1985年。
翻訳書として，よく読まれているものを参考のため，三つあげるとすれば，
次の書物になると思われる。
① ロパート・ソーベル著•青木栄一訳
nBM-—情報巨人の素顔一ー」ダイヤモンド社 1982 年， Robert Sobel, 
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のに便利であったからである。
IBM社のセグメント別報告を十分に理解するには，セグメント別報告そ
のものがどのように作成されているかをみることも大切であるが，その外，
そのセグメント別報告にもられた情報が，財務諸表の他の数値とどのように
関連をもっているか，株主宛年次報告書の他の部分との関連を意味づけなが
ら考えるべきものと思われる。より広義には，企業内容開示制度（ディスク
ロジャー制度）として， 証券取引法上の提出書類（例えば， SEC提出用の
Form 10-K等）におけるセグメント情報開示との関係などを調べることが重
要であろう。しかし，本稿では，株主宛年次報告書に記載されたセグメント
情報の開示を中心に検討をすすめたい。
IBM社に筆者が特に関心をもつようになったのは， 1976年（昭和51年）
8月に，わが国連結財務諸表制度実施を前にして，約20日間の欧米連結会計
実務調査団に参加し，アメリカ・ヨーロッパ各国の連結実務を視察調査した
ことによる。その1976年8月6日に， IBM社の本社を視察団として訪問し，
連結財務諸表，外貨換算会計等について，同社のアシスクント・コントロー
ラーのデュポイ氏外数名の方々の説明を聞いたからである。しかし，残念な
ことに， その当時， 筆者はセグメント別報告に関心をもっていなかったの
で，それに関する説明は聞かなかった。その当時は次の節で述べるように，
アメリカでも，財務会計基準審議会 (FASB) でセグメント別財務報告につ
いて本格的な審議が行われていたときであった。
IBM-Colossus in Transition, New York: Times Book Co. Inc., 1981. 
③バック・ロジャース著•青木栄一訳「IBM WAYー ーわが市場創造の哲学一」
ダイヤモンド社 1986年，
Francis G. "Buck" Rodgers, THE IBM WAY-Insights into the World's 
Most Successful Marketing Organization, New York: Harper & Row Pub. 
Inc., 1986. 
⑧デビッド・マーサー著•青木栄一訳「IBM マネジメントー一世界最強企業の
戦略ーー」ダイヤモンド社 1988, 
David Mercer, IBM: How the World's Most Sucessful Corporation is 
Managed, London: Kogan Page Ltd., 1987. 
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IBM社のセグメント別報告を会計学的に研究する場合， 二つの視角が考
えられる。
その1は，セグメント別報告にもられた情報を利用して，具休的に，各年
度の IBM社の経営成績及び財務政策の分析を行うことである。それはセグ
メント別報告による数値の経営業績的な意味を解することにより． IBM社
の経営分析を行うのに役立てることである。この課題も重要であるが，別稿
で取上げることにしたい。
その2は，セグメント別報告の数値による経営分析よりも，まず，セクツ
ント別報告が財務諸表の一部分としての作成課題であるとの観点から，それ
が会計基準との関連でどのように作成され，それが財務諸表項目自休として
どのような意味をもつかを考える財務諸表論的な研究である。
本稿では， 1975年以後， IBM社のセグメント情報の開示が，各年度にお
いて具体的にどのように行われたかに注目し， 株主宛年次報告書 (Annual
Report)を中心にして，各年度の開示の特徴並ぴにその変遷をみることにし
たい。当初， 1975年度から1987年度までを一つの論文にまとめて取上げる予
定であったが，1975年度か1987年度まで13年間の開示について，1982年度分を
境としてその流れが大きく変っていると考えられるので， 1975年度から1981
年度までの開示を本稿で取扱い， 1982年度から1987年度までの開示は次稿に
ゆずることにした。従って本稿では， IBM社における1975年度から1981年
度までの各年度におけるセグメント情報の開示が，どのように行われたかの
推移を忠実にたどりたいと思う。それによって，セグメント別財務報告が本
格的に制度化された初期の実情を理解・把握したいと思う。
2. アメリカにおけるセグメント情報開示の変遷に
ついての素描
企業の規模が飛踵的に拡大し，多品種の製品ないしサービスを取扱業務と
する種類の異った事業を営む企業が多くなると，売上収益，利益等を単一事
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業のように一本化した科目で財務諸表に表示するだけでは，その企業の経営
成績や財務内容の把握が難しくなる。セグメント情報の開示は，このような
場合の問題点を解くため，企業の取扱う製品や役務を種類別に分別し，その
売上収益，利益，資産等の情報を事業の種類別，地域区分別等に区分表示し
た形で報告することである。
セグメント情報の開示が，企業会計における財務報告制度の一環として論
じられるようになったのは，ここ二，三十年のことである。この方面の先進
国アメリカでもそうである。もともと，アメリカでセグメント情報の開示が
制度的に問題化されたのは，当初，企業会計の側面より，他の側面からの要
求であった。
アメリカにおけるセグメント情報の開示要求は，最初，一般経済問題にか
かわる行政的見地からであった。 1960年代後半，アメリカでは，コングロマ
リット（異種複合企業）における大規模な事業結合 (businesscombination) 
が多く発生した。急速に成長発展してきたコングロマリットの活動が，経済
社会面で大きな影響を与えるようになった。それらの活動が独禁法にふれる
ようなケースがでてきたからである。それが独禁法に抵触するかどうかの調
査問題に関連して議会・行政府よりセグメント情報開示の問題が取上げられ
(1) 
た。セグメント情報の利用によって，異業種の事業活動の業績を把握し，各
事業活動部門の市場占有率の集中度や伸び率を測定することが，アメリカの
議会や行政府から重視されるに至った。このようなセグメント情報の開示要
求は，いわゆる事業の種類別ない系列別 (lineof business)情報の開示要
求であった。
この「事業の種類別」 (lineof business)情報の開示はさらに一般投資家
保護の観点から，すなわち，事業種類別の売上収益，利益等の情報が一般投
資家のためにも有用であるとの証券行政観点からも必要視されるようになっ
た。このような一般投資家保膜目的から，証券取引委員会 (SEC)が，積極
(1) Floyd A. Beams, Advanced Accounting, New Jersey: Prentice-Hall, 
1切9,p.582. 
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的に「事業の種類別」情報の開示を企業に要求するという形で，セグメント
(2) 
情報の開示問題が急速に発展してきたのであった。
本稿では，独禁法がらみの経済行政的見地からではなく，一般投資家保膜
目的を中心とした企業内容開示制度ないし企業会計制度における外部財務報
告の課題としてのセグメント情報の開示問題を取上げることにしたい。
一般投資家保誤目的のセグメント情報の開示問題は，大別して，二つに分
けることができる。その一つは，証券取引法上の投資家保護目的から，種々
の届出書ないし報告書を提出する場合の記載事項としてセグメント情報の開
示を要求する場合である。この場合，企業会計制度における財務報告と必ず
しも直接関連づけられない形が多い。その二は，企業会計制度における外部
財務報告の一部分として位置づけた形でそれを開示することを要求する場合
である。この場合に，セグメント情報の開示が文字通り，企業会計制度にお
けるセグメント別財務報告 (segmentfinancial reporting)につながる。
従って，前者の場合は，証券取引委員会等による行政的規制の形でセグメン
ト情報の開示が行われる。後者の場合，企業会計制度の課題としてセグメン
ト情報の開示が， 企業会計に関連する職域団体 (FASB,AICPA, NAA, 
FEI等）から取上げられ，それがセグメント別財務報告という形になる。
まず，前者の証券取引行政上から，セグメント情報の開示に大きな影蓉を
与えているのは，証券取引委員会 (SEC)及びニューヨーク証券取引所であ
(3) 
る。それらのセグメント情報の開示要請は大要次の通りである。
(2) ① 盛田良久著「アメリカ証取法会計」中央経済社昭和62年， 97~98頁参照。
③ Bertrand Horwitz ・and Richard Kolodny, Financial Reporting Rules 
and Corporate ・Decisions: A Study of Public Policy, London : JAI 
Press Inc., 1982. 
(3) ① FASB Statement, No.14, Financial Reporting for Segments of a 
Business Enterprise, December 1切6.
米国 FASB著・日本公認会計士協会国際委員会訳「財務会計基準書リース
会計，セグメント会計他」同文舘 昭和60年， 117~119頁参照。
⑧ 盛田良久著「前掲書」 97~103頁参照。
③ Floyd A. Beams, op. cit., pp. 582-583. 
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(1) 1969年に，“主要な製品種類及ぴサービス”(majorproduct lines and 
services)の情報開示を「事業の種類別報告(lineof business reporting)」
として，証券取引委員会 (SEC)への届出書の中に記載することを要求し
(2) 1970年に，それらの要求を SECに毎年提出する有価証券報告書 Form
10-Kへ記載するように拡大した。 しかし，この年次では，多くの異種事
業を営む会社でも株主宛年次報告書 (AnnualReport)にセク・メント情報
を記載していなかった。
(3) 1973年に，ニューヨーク証券取引所(NYSE)は同取引所の上場企業に，
有価証券報告嘗 Form10-Kに記載された「事業の種類別報告」を，株
主宛年次報告書にも記戦することを勧告した。
(4) 1674年10月に， SECは届出書・報告書に記載された「事業の種類別報
告」を，さらに株主宛年次報告書にも記載するように拡大要求した。
(5) 1978年には， SECは「事業の種類別報告」の外に， 地域別セグメント
の情報開示を要求するようになった。
(6) このように， SECは「事業の種類別報告」を企業にディスクローズす
ることを要求してきた。これは企業会計制度サイドからのセグメント情報
の開示アプローチではなかった。しかし，企業会計の側面からのセグメン
ト情報の開示問題は， 財務会計基準書 (SFAS)第14号が1976年12月に発
表され， 1977年より本格的に制度化されることになる。 SECは1977年に‘
規則 S-K及び会計連続通 (ASR)第 236号を発表し， これまでの SEC
規則と財務会計基準書第14号との調整をなし，若干の点を除き殆んどその
差異はなくなった。それにより企業としては財務会計基準書第14号によっ
てセグメント情報の開示すればよいようになった。従って， 当初の SEC
④ David F. Hawkins, Corporate Financial Report切g,New York: 
Richard D. Irwin, Inc., Revised el., 1977, p. 686. 
⑤柳 隆次稿「セグメント情報の開示に関する意見書の概説」 産業経理
第48巻第2号 132頁。
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による「事業の種類別」情報の要求が，財務会計基準書第14号における
「産業セグメント (industrysegment)」情報などの要求へと移行してき
O)． 
たことになる。
企業会計制度の側面から，セグメント情報の開示問題は，どのようにして
発展してきたかを，次にみることにする。
前述の如く， 1960年代後半，企業の多角化，複合化，多国籍化が進み，連
結財務諸表のみをもってしては，その企業の経営業績や財務内容の実態を正
確に把握することが難しくなってきた。そこで，多角化した会社(diversified
companies)のセグメント情報を財務報告に組入れるためのセグメント別報
告 (segmentreporting)の問題が，企業会計を取りまく関係者（作成者，利
用者，監査人）により，その有用性の論議を含めて急速的に取上げられるよう
になった。このような事情の背景には，アメリカの経済社会面からの議会・
行政府の圧力，証券取引行政面からの要求があったことはいうまでもない。
このような企業会計にかかわる関係者グループすなわち，アメリカ会計人
協会 CNAA)，財務経営者協会 (FEI)等によって， 積極的にセグメント会
計の種々の問題が論議されるようになったのも， 1960年代後半である。セグ
メント会計の基本的課題を論及した単行本の出版は主として1968年から1972
年にかけてである。その代表的なものは次の通りである。
(1) Backer, Morton and MacFarland, Walter B., External Reporting 
for Segme祉sofaBus加 s,New York: NAA, 1968. 
(2) Rappaport, Alfred and Lerner, Eugene M., A Framework of 
Financial. Reporting by Diversified Companies, New York: 
NAA, 1969. 
(3) Rappaport, Alfred and Lerner, Eugene M., Segment Repor伽 g
for Managers a叫 Investors,New York: NAA. 1972. 
(4) Mautz, Robert K., ・ Financial Repor伽 gby Diversified Com-
(4) John W. Buckley, Marlene H. Buckley and Tom M. Plank, SEC Ac-
co皿ting,New York: John Wiley, 1980, p.160. 
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panies, New York: Financial Executives Research Foundation, 1968. 
これらの書物はセグメント別報告が望ましいことと，さらにそれが制度的
に実現可能であることを支持したものであり，今日でも，セグメント会計研
究における基本図書に数えられている。
さらに， セグメント別報告の監査人を代表するアメリカ公認会計士協会
(AICPA)の動きは，どうであったかをみることにする。
セグメントの会計について，当初は企業全体の問題として総合的に考察す
るというものではなく，在外事業の開示，廃止事業等の特定の事情の場合に，
その部分に関連する問題として間接的に取扱う形で意見書が， 1953年， 1971
(5) 
年及び1973年に出されている。
しかし， 1960年代後半の企業の複合化，多角化，多国籍化に伴うセグメン
ト情報の本格的開示問題についての AICPAの声明書は， 1967年の次のもの
(6) 
である。
APB Statement No. 2, Disclosure of Supplemental Financial In-
formation by Diversified Companles, New York: AICPA, Septem-
ber 1967, 
1960年代後半には，複合多角化の大規模会社の若干のものが，株主宛年次
報告書の中で任意にセグメント財務情報を部分的に開示するようになった。
しかし，その開示の範囲と内容に相当幅のあるものであった。上記の APB
Statement No. 2は，これらの任意開示を拡大促進するように勧告したもの
である。ただし，この表題の「多角化的経営企業における補足的財務情報の
開示」の如<, 基本財務諸表の一部分としての開示よりも， あくまでも，
(5) ① ARB, No. 43, Chapter 12, "Foreign Operations and Foreign Ex-
change", June 1953. 
③ APB Opinion, No.18, "The Equity Method of Accounting for Inve-
stments in Common Stock", March 1971. 
③ APB Opinion, No. 30, "Reporting the Results of Operations", June 
1973. 
(6) F ASB Statement, No. 14, para, 43. 同訳書 111頁参照。
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“補足的'’な財務情報の開示についてのステートメントであった。
1970年代に入ると，前述の如く， SECへの登録会社の株主宛年次報告書
(Annual Report)の記載事項としてセグメント情報が取上げられるように
なると，他の非登録会社の中にも若千のものが投資家のためセグメント情報
を任意に開示するようになった。そのため，企業会計に関係する各方面から
制度会計の課題としてセグメント別財務報告の論議が盛んになってきた。こ
のような情況のとき，企業会計の会計基準設定に大きな役割を果している財
務会計基準審議会 (FASB)が， 1970年代に入り，セグメント．別財務報告の
問題を積極的に取上げることとなった。この問題に対する財務会計基準審議
(7) 
会の取組みは，大要次の如くである。
(1) 1973年4月に，企業のセグ．メント別財務報告のプロジェクトを専門的議
題とした。
(2) 1974年5月に，この問題の討議用メモを発表した。
(3) 1974年8月に，これに関する公聴会を開いた。
(4) 1975年5月に，産業界，会計士業界，金融業界，学会からなる16名の専
門委員を任命し，このプロジェクトに関する問題を分析する討議用メモを
作成するに当たり諮問を受けた。
(5) 1975年9月に，提案書「企業のセグメント別財務報告」の公開草案を発
表した。
(6) 1976年12月に，財務会計基準書 (SFAS) 第14号「企業のセグメント別
財務報告 (FinancialReporting for Segme祉sof a Business Eた
terprise)」，を公表し， 1976年12月16日以降開始事業年度の企業より，そ
れを適用実施することになった。
以上のような経過をたどり，セグメント情報の開示が，制度会計の課題と
して実施されるに至るのである。
(7) FASB Statement, No.14, para, 47-51.同訳書 118頁～119頁参照。
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3. アメリカにおけるセグメント別財務報告の会計基準
セグメント別財務報告が企業会計の中で制度化されるのは，前述の如く，
財務会計基準書第14号に従って， 1977事業年度 (1976年12月16日以降開始の
事業年度）からの適用である。
制度会計におけるセグメント別財務報告の作成には，まず，財務会計基準
書（以下，「基準書」と略す）第14号の理解・把握から初めなければならな
い。ここでは，その概要をみることにしたい。
「基準書」第14号によれば，セグメント情報の開示目的として， 「その企
業の過去の業績及び将来の見込みについてのより良い評価を可能にすること
によって，財務諸表の利用者が企業の財務諸表を分析し，理解するのに役立
(1) 
てようとすることにある。」と記戦されている。 これはセグメント情報を財
務諸表の利用者が財務諸表を分析するために役立てようとするものであり，
換言すれば，財務諸表と一環したものとしてのセグメント情報の開示を取上
げるものであり，財務会計制度における財務報告の一部としてセグメント財
務情報を取扱う立場であろう。
その場合の財務諸表は，（イ） 個別財務諸表か，（口） 連結財務諸表かが問題
になるが， 「基準書」第14号によれば， それは基本的に連結財務諸表を意味
している。 それは， 「本基準書で報告することが要求される情報とは，企業
の財務諸表に含まれている連結財務情報の分解 (disaggregation)である。
この分解された情報の基礎をなす会計原則は，連結情報の基礎をなす会計原
(2) 
則と同じ原則でなければならない。…」記載されており，セグメント財務情
報は連結財務情報の分解として特徴づけられている。
この分解 (disaggregation)は単なる分別整理という意味よりも，ある観
点から集合整理 (aggregation) されたものを，異なった観点から意味ある
(1) FASB Statement, No.14, para, 5.同訳書 99頁。
(2) FASB Statement, No. 14, para, 6.同訳書 99頁。
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ものに再分類整理することであろう。従って，複雑多岐に亘る各事業種類の
業績が連結された連結財務諸表を「分解」したセグメント財務情報の意味に
注目しなければならない。
(3) 
この点，「基準書」の解説書によれば， セグメント別報告の基本的長所は
連結財務情報から「‘‘隠れたデータ’'の開放 (therelease of "hidden data’'）」
であるとされている。それは，異なった産業セグメントないし地域区分の収
益性， リスク及び成長の異なった水準をもったものが連結財務諸表に統合さ
れているが，セグメント情報により，企業の将来キャッシュ-フローの額及
び各セグメントの結合した形でのリスクを見積評価することが助けられる。
すなわち，成長ないし衰退する産業における事業活動の水準を知ることによ
り，キャッシュ・フロー予測に役立つし，また不安定な地域における事業活
動の水準を知ることはリスクの見積評価に役立つ。一般に，企業の種々の事
業活動の性質並びにその大きさに関する情報は，企業の財務分析にとって有
益である。
セグメント財務情報を財務会計制度の財務報告として取扱う立場から，
「基準書」第14号は，セグメント財務情報を次の三つの方法のいずれかによ
(4) 
って，本格的に，基本財務諸表に組入れることを求めている。それは，
a) 財務諸表の脚注でその旨を説明し，財務諸表の本体に表示する。
b) 財務諸表の脚注に表示する。
C) 財務諸表の不可欠な部分 (anintegral part)として別の明細表で示
す，の 3方法である。
次に，財務諸表における表示項目としてセグメント情報を取扱う立場か
ら，「基準書」第14号によれば， その比較性基準 (comparativebasis)が重
視されなければならない。そのため，企業の採用している会計原則の変更等
により，前期以前の会計数値が修正再表示 (restate)されたときは，それに
(3) Delaney-Adler and Epstein-Foran, GAAP-Interpretation and Application 
1985 Edition, New York: John Wiley, 1985, p. 464. 
(4) F,ASB Statement, No.14, para, 28,同訳書 111頁。
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関連するセグメント財務情報の数値も修正再表示されなければならない。こ
れに関連して，ある年度において，産業セグメント区分，地理区域区分が変
更されたときは，比較性を保つため，前期以前に遡及して， 2, 3年分の関
(5) 
係数値も修正再表示されなければならない。
さらに，セグメント別財務報告を基本財務諸表の課題として取扱う以上，
上述の三つの表示方法のいずれによる場合も，当然，公認会計士の監査証明
の対象となることはいうまでもない。そのため，監査対象とならない「経営
者の所見」に記載されたセグメント情報関係の説明とは，区別して考えなけ
ればならない。
財務諸表に組入れるべきセグメント財務情報として，「基準書」第14号は，
(6) 
基本的なものとして，次の種類のものをあげている。
a) その企業の異なった産業 (industry)における事業 (operations)
b) その企業の在外事業(foreignoperations)及び輸出売上 (exportsales) 
C) その企業の主要な顧客 (majorcustomers) 
これら 3種類のセグメント情報について，具休的に，（1) 報告すべきセグ
メントの決定基準，（2) 表示すぺきセグメント情報の開示項目について定め
られている。その詳細については，本稿では取上げないことにし，参考に供
するため，その概要を適確に整理されている大蔵省企業財務課長補佐柳隆次
(7) 
氏の表を，次にそのまま引用させていただくことにしたい。
「基準書」第14号に定めるセグメント情報の開示については以上の如くで
あるが，その後に公表された財務会計基準書 (FASB Statement or SF AS) 
関係で，アメリカ企業がセグメント別財務報告を作成するときに準拠しなけ
ればならない会計基準は，次の通りである。
1. SFAS, No.18, Financial Reporting for Segments-of a Business 
(5) FASB Statement, No.14, para, 40.同訳書 116頁。
(6) FASB Statement, No. 14, para, 3.同訳書 98-99頁。
(7) 柳隆次稿「セグメント情報の開示に関する意見書の概説」産業経理第48巻
第2号 123頁。
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＜柳氏の表ー4> 米国におけるセグメント情報の概要 (FASB基準書第14号）
1報告す
べきセグ
•メントの
決定基準
産業セグメント
次の条件の一以上を満た
す場合
(1) 当該セグメントの収益
（セグメント間の売上等
を含む）が全産業セグメ
ントの収益合計の10彩以
上である場合
(2) 当該セグメントの営業
損益の絶対値が次のいず
れか大きい金額の10彩以
上である場合
① 営業利益の生じてい
るセグメントの営業利
益合計
③ 営業損失の生じてい
るセグメントの営業損
失合計
(3) 当該セグメントの固有
資産が全産業セグメント
の固有資産合計の10劣以
上である場合
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..
I 在外事業及び輸出売上 I 
(1) 国内事業及び在外事業
についての情報
次の条件のいずれかが
満たされている場合
① 在外事業で稼得した
収益
（外部顧客に対する
売上）が連結収益（売
上）の10％以上である
場合
③ 在外事業の固有資産
が連結総資産の10彩以
上である場合
(2) 輸出売上についての情
報．
国内事業について，海
外の外部顧客に対する輸
出売上が連結収益（売上）
の10彩以上である場合
主要な顧客
次の条件の
いずれかが満
たされている
場合
(1) 単一の顧
客に対する
売上収益が，
連結収益の
10％以上で
ある場合
(2) 内国政府
機関又は外
国政府に対
する売上収
益が，連結
収益の10彩
．以上である
場合
〔備考〕 報告すべきセグメントの ある地理的区域の在外事 共通の支配
盆繋皇誓羹尼烈tをぞ吉屡 農畠委笞；セ点房畠名唇!Ii塁？き9百
上収益合計の75彩以上にな 他の地域とは区別して開示 単一の顧客と
ることが必要。 することが必要。 みなされる。
2 開示項 1 各産次業の情セグメントについ I) 国い内事て業の及情報び在外事業 ぢを危開そ塁示の事房実品及目 て， 報を開示 につ
①収益tン双’ト'ヘはぼ振のら替売高？上翠）夕 と貝翌9姿繍蹂畠高ホ
R性報す収にる日益 営場損業合益損はも益，開示そ位可の要他能）のな ①収益 外的るば売区部．の上域は願高振閻客及の替び売高に対地上）高す理
籠有 専トのら当み該資で綻産セ及用グびさがれ二、 習す報る墳情 翌の収益悲性翡の尺悶度
以で資鞣て簿上共産いの用る価セグメント 資R産固有 同 左
割頓され当の合て部い2計額のる (2)報の輸情国報出内事売を上業開についての情
魯その喜彎郡摺〗品；闘駁 示について，次
収 益：i；海対の外合す計のる外輸額部出売顧客上高に
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邸 terprise-InterimFinancial Stateme俎s(an ame叫mentofFASB 
Stateme叫 No.14),November 1977. 
2. SFAS, No. 21, Susp訊 sionof the Repor伽 gof Earnings Per 
Share a叫 Segme成 I吋'ormationby Nonpublic邸 terprises(an 
ame叫mentof APB Opini暉 No.15a叫 FASB Statement No.14)_, 
April 1978. 
3. SFAS, No. 24, Repor伽 gSegme祉 I吋ormati畑 Stateme成sThat 
are Another Enterprises Fi加 "cialReport (an ame叫mentofFASB
Stat畑吋 No..14), December 1978. 
4. SFAS, No. 30, Disclosure of I吋'ormationabout Major Customers 
(an ame叫me成。ifF ASB Stateme砒 No.14),August 1979. 
5. SFAS, No. 69, Disclosure about Oil a叫 GasProducing Act祉
ties (an ame軍im暉 tof F ASB stateme成， 19,25,33a叫 39),No-
vember 1982, 
6. FASB Technical Bulletin, No. 79-4, Segment Reporting of Puerto 
Ric叩 Operat畑 s,December 28, 1979. 
7. FASB Technical Bulletin, No. 79-5, Mea血 gof the Term "Cu-
stomer" as It Applies to Health Care Facilities under F ASB 
Statem訊 tNo.14, December 28, 1979. 
8. FASB Technical Bulletin, No. 79-8, Applicability of FASB State-
m暉 ts21 a叫 33to Certain Brokers and Dealers in Securi#es, 
December 28, 1979. 
上記のような FASBによって発行された種々の会計基準に従って，各企
業はセグメント別財務報告書を作成しなければならない。
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4. IBM社の1975年度及び1976年のセグメント
情報の開示
1975年には，「基準書」第14号(1976年12月発表）も発行されていないので，
本格的な意味でのセグメント別財務報告はアメリカにおいて制度的に実施さ
れていない。しかし前述の如く， SECによる Lineof Businessのディス
クロジャー要求に関連した広義のセグメント情報の開示に類するものとし
て，― IBM社の株主宛年次報告書（日本語版）における「外国における事業
の成果 (Non-U.S. Operations一英語版では一）」の (23頁）の表を，みるこ
とができるであろう。それは日本語版によれば，次の第1表の如くである。
第1表
外国における事業の成果
下表は，外国での事業活動に供されている純資 1 
産並びに外国での事業活動の総収益および純利
益の総括である。 1 
流動資産・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
流動負債・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．，．．．．．．．
運転資本・．．．．．．．,.................! 
I その他の投資および諸資産...………………………,
工場設備，賃貸機械およびその他の固定資産（簿価）i
従業員退職金制度等弓 l当金…………••••……………長期負債•.．．．．．．..．．．．..．．．．．．．．．．．．．．．．..．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． I
事業活動に供された純資産・,........9•……………•••I
(1) 
I 
売上，賃貸料およびサービス収入 ， | 
純利益............................1 
（単位：ドル）
1975年12月31日 1974年12月31日
2,813,830,279 2,320,406,212 
2.,101,853,466 1,947,969,428 
711,976,813 372,436,784 
216,657,422 177,676,686 
3,652,608,944 3,388,242,095 
4,581,243,179 3,938,355,565 
411,846,782 334,994,760 
183,364,802 213,295,878 
595,211,584 548,290,638 
3,986,031,595 3,390,064,927 
1975年 197岬
7,271,473,429 5,946,898,058. 
1,105,713,738 919,836,476 
(1) 英文では， Gros・income from sales, rentals and servicesとなっており，
Gross incomeは総利益ないし総収益を意味する。
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これは SECに提出された有価証券報告書 Form10-Kの Note2-Non-
U.S. Operationsの表と，表示項目，表示形式が同じであるが，Form10-K 
では，金額が1,000ドル単位で表示されている点が異なる。
前頁の表に関連してその数値をみると， IBM社にとって， 史上初めての
米国内事業収益を超えて世界全域の合計収益の50.4彩となった年である。こ
の1975年度を境として外国における事業活動が増大するのである。
前述の如<,1975年度分は SEC提出の Form10-K及ぴ株主宛年次報告
書に「事業の種類別報告」に該当する場合には，そのことを記載しなければ
ならないが， 1975年度の IBM社の SEC提出の FormlO-Kと株主宛年次
報告書の中には，上記の「外国における事業の成果」以外にセグメント情報
に類するものは見当らなかった。
セグメント別報告とはいえないが，業務区分別の損益をみようと思えば，
損益計算書には，売上（Sales) と賃貸料及びサービス (Rentalsand Ser-
vices)について， その収益と売上原価がそれぞれ区分して示されており，
「売上」と「賃貸料及ぴサービス」のそれぞれの売上総利益の算出は，可能
である。 ・
さらに， 1975年度の財務諸表をみるときに注目すべきことは， 1975年度よ
り外貨換算について「基準書」第8号の適用があった点である。その特徴は
第8号の適用により為替換算損益が当年度の損益を算入されるようになった
点であった。これは1982年度より適用されることになる「基準書」第52号の
為替換算差額の取扱いと相当異なっている。
1976年度の開示について
1976年度についてみると，セグメント情報に類するものは， 1975年度と同
様に，「外国における事業の成果」の表のみである。その表は表示形式が1975
年度分と基本的に同じであるが，表示項目として純利益 (netearnings)の
次に「固定資産投資 (Capitalexpenditures)の金額と， 「従業員人数」が
追加されている。この点を除き， 1976年度は1975年度と殆んど同じである。
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なお， 1976年度の財務諸表に関連した特記すべきことは， 1976年に採用さ
れた SEC規則に従って，再調達価格デークの集計が行われている点であろ
う。
アメリカ公認会計士協会 (AICPA)発行の ATT (Accounting Trends 
& Techniques)の1977年版によると， 1976年には，アメリカ代表的企業600
社について，企業の事業セグメント (business segment)別に収益情報
(revenue information)を開示した会社が426社であり，その内，財務諸表
の不可欠の部分 (anintegral part)として収益情報を開示した会社は33社
であった。さらに，事業セグメント別に収益性情報 (profitabilityinforma-
tion)を開示した会社は330社であり， その内，財務諸表の不可欠な部分と
して収益性情報を開示した会社は26社だけであった。
IBM社は， 前述の如く，少くとも財務諸表の不可欠な部分として，上記
の収益情報及び収益性情報を開示した会社の数の内には，該当していないと
思われる。
従って， IBM社の1975年度及び1976年度は，セグメント別財務報告を開
始する前段階をなすものといえる。やはり，この年はセグメント情報の SEC
等による強制開示への移行期であり， 「基準書」佛14号適用による制度会計
的なセグメン 1-別財務報告は行なわれていないとみるべきであろう。
5. IBM社の1977年度及び1978年度のセグメント別
財務報告
1977年度は， 「基準書」第14号「企業のセグメント別財務報告」の強制適
用開始の年次であり， IBM社は-1977年度の株主宛年次報告書より，それを
適用している。
株主宛年次報告書 (AnnualReport)の1977年度分の28頁に記載されてい
る「事業区分別及び地域別情報」（英語版）が， 本格的な意味での，文字通
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事業区分別及び地域別情報
事業区分（セグメント）
33 巻 第4• 5号
りの IBM社の最初のセグメント別財務報告である。参考のため，
本語版により，第2表として示した。
それを日
第2表
情報処理事業
データ・ フェデラル・
プロセツング事務機システムズ
その他の
事業 消去 連結
1977年
総収入ー得意先•••…………… 14,765 I 2,s24 
事業区分間振替•••………...... 73 I 15 
合計・・・........................I~ 旦＆笹
営業収益••…………………....I 4,432 I 267 
， 
一般本社経費........... i 
借入金利息・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
営業外収益，主として利息…
税弓l前利益・．．．．．．．．．．．．．．．．．
2,512 
（単位：百万ドル）
486 
486 I 58 
切 |8
事業区分別資産・……....……|10,992 
市場性ある有価証券…．．．．．．．．．
1977年12月31日
現在の総資産・・・
減価償却費・..．．．．．．．..．..．．．．..．． 1 1, 520 274 11 
固定資産投資………………•• 1 2,'810 567 17 
品など，一般の顧客および
政府に向けられる情報処理
製品およびサーピスからな
る。
事務機＿露動タイプラ
イクー，磁気媒体を使用し
たタイプライターおよびシ
ステム，情報処理装置， ド
キュメント・プリンクー，
複写機，および関連消耗品
とサービスなど，一般の顕
客および政府に向けられる
情報処理製品，システムお
よぴサービスからなる。
フェデラル・システムズ
ー米連邦政府の宇宙，防
286 
58 
33 
18,133 
(88) I -
(88) I 18,133 
1 4,734 
(77) 
(40) 
475 
5,092 
?
?
13,823 
5,155 
18,978 
1,806 
3,395 
IBMの事業は， きわめ
てわずかな例外を除き，梢
報処理システム，装置およ
ぴサービスに関わるもので
ある。しかし， SFAS第14
号の規定に従うために，当
社の情報処理事業を 3区分
して報告する。
上記の区分は次のものか
らなる。
データ・プロセシング
ーデーク処理機械および
システム，コンピュークー・
プログラミング，システム・
エンジニアリング，教育，
および関連サービスと消耗
衡その他の機関，および若
干の一般顧客に向けられる
専門化された情報処理製品
とサービスが含まれる。
その他—学校，家庭お
よび企業で用いられる教
育，研修，テスト用の教材
とサービスが含まれる。
上表に報告されている事
業区分間振替は，関係会社
ではない一般の顧客に提供
されるのと同様の製品とサ
ービスから成り，原価に基
づいて算定される。
「MIB社におけるセグメント情報の開示(1975年から1981年まで）」（末政） （505)219 
地域別
1977年
米国内 中ヨ東ーロアッフパリ／カ南甑北東アメリカ／ 消去 連結｀
（単位：百万ドル）
総収入ー得意先…………………
地域間振替…••...•…•.．．．....．．．．．．．
合計・．．．．．．．．．．．．．．．
9,008 
675 
9,683 
6,391 
284 
6,675 
純利益•.．．．．．．．．．..．．．．．．． 1,503 889 
1977年12月31日硯在の資産・・・・・・ 10,007 6,650 
ヨーロッパの営業活動
は， ヨー ロッパ／中東／アフ
リカにおける総収入の約95
％を計上している。
地域間の振替は主に完成
した機械，半製品および部
品から成り，原価に適正な
サービス料を加えた価格で
行われている。これは世界
全地域に適用される。
賃貸機械に関連する原価
とサービス料は，輸入国に
おいて資産計上され減価償
却される。
各地域間の売掛勘定134
百万ドル，サーピス料の未
2,734 I 1s,133 
250 (1,209) 
2,984 (1,209) 18,133 
344 (17) 2,719 
ゃ2,59一3 (272) 18,978 
償却部分138百万ドル，ま
た未償却サービス料のうち
当期中の正味増減額は17百
万ドルであるが，これらは
連結決算上，消去されてい
る。
この表の「事業区分別及び地域別情報 (industrysegment and geogra-
phic area information)」では， まず， 「財務会計基準書 (SFAS)第14号
『企業のセグメント別財務報告』の規定に従い (inaccordance with the 
provisions of Statement of Financial Accounting Standards (SFAS) No. 
14…),1977年に関する事業区分別及び地域別財務情報を以下に要約する。」
と記載され， SFAS No.14の規定 (provisions)に従うものとしている。
「事業区分 (industrysegment)」 について， IBMの事業 (IBM's
operations)がきわめてわずかな例外 (veryminor exceptions)を除き，
「情報処理システム，製置およびサービス (information-handlingsystems, 
equipment and services)」の分野であるが，「SFASNo.14の規定に従う
ために (forpurposes of complying with SFAS No.14)」，情報処理事業
(information-handling business)を， 「デーク・プロセシング」，「事務
機」，「フェデラル・システムズ」の3区分して報告にしてある。この区分は
SFAS No.14の規定に従うためにと日本語版であるが，英語版は前述の in
accordance with the provisions of．．．と，この forpurposes of complying 
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with…とは異なっている。その意味は•comply withの用語からみて in
accordance with the provisions of..よりも ・るやかな適用で， その趣
旨を応諾して 3区分にしたものと解釈できるであろう。この点， 1979年度以
降の事業区分別情報の取扱いとの相遮に注意すべきものと思われる。
次に，「地域別 (geographicarea)」の区分については， 第2表の如く，
「米国内」，「ヨーロッパ／中東／アフリカ」，「南北アメリカ／極東」の3つ
に区分表示している。
これら事業区分別及び地域別情報の作成のためのセグメントを決定するペ
ースとして，事業区分及ぴ地域別情報に関する説明において，この報告によ
る情報は「当社の利益管理部門別 (IBM'sadministrative profit center)」
により集計したものであることを明示している。 この点， 「基準書」第14号
の13項（同訳書105頁）に，「企業に硯在ある利益センク＿＿内部計画及び
統制目的のために収益及ぴ費用の情報が収集されている活動の最少単位ー一
こそ，その企業の産業セグメントを決定するための論理的出発点となるもの
である。」に準拠したものと思われる。このように，セグメント区分が IBM
の経営管理上の利益中心点 (profitcenter)別によるものであり，この区分
は基本的に経営者の判断によるものである。このことは，前述の同基準書12
項（同訳書105頁）には，さらに「……企業の産業別セグメント (industry 
segment)の決定は，そのかなりの部分が企業の経営者の判断によらざるを
得ない。」と記載されている点からうなずける。
さらに，このセク・メント区分の決定に関連して，この情報は「当社の事業
に関する理解を目的としているが， それぞれ独立した企業休 (independent
organization)としての事業区分別及ぴ地域別の財務成績や投下資本を示す
ものではありえず，また他の会社の経営 (operations)との比較にも役立た
ない」と記載されている点は，セグメント財務情報を理解し，分析するとき
に注目すべきことである。
次いで，具体的な計数上の取扱い，すなわち計算手続上の問題についてみ
ると，各部門の相互間の依存と重複について合理的に数量化し，計量化しえ
nBM社におけるセグメント情報の開示(1975年から1981年まで）」（末政） （507)221 
ないものはセグメ•ント情報の考慮には入れられていない。さらに，間接及び
共通費 (indirectand common cost)と共用されている資産 (jointlyused 
assets) の配賦 (allocation) には，「見積」 (esti~ation techniques)が大
幅に用いられていると記載されている。この点も，セグメント別の情報数値
の理解には重要である。
さらに，セグメント相互間の振替価格問題についてみると，事業区分間振
替 (intersegmenttransfers)は原価に基づいて算定されている。なお，地
域間の振替 (interareatransfers}は原価に適正なサービス料 (anappro-
priate service charge)を加えた価格で行われている，とある。
さらに開示項目についてみると，第2表の如く，「事業区分」については，
(1) 
「総収入 (Grossincome)一得意先」，「事業間振替 (Intersegmenttrans-
(2) 
fers)」，「営業収益 (Operatingincome)」，「事業区分別資産 (Assetsidenti-
fied to segments)」。「減価償却費 (Depreciationexpense)」及ぴ「固定
資産投資 (Capitalexpenditures)」が， セグメント別に区分して開示され
ている。「一般本社経費」，「借入金利息」，「営業外収益，主として利息」(Other
income, principally interest)」, 「税引前利益 (Earningsbefore income 
taxes)」，「市湯性ある有価証券」がセグメント別に配分されないで，トークル
(3) 
で金額表示されてある。「地域別」については，「総収入 (Grossincome)一得
意先」，「地域間振替 (Interareatransfers)」，「純利益 (Netearnings)」，
「1977年12月 31 日硯在の資産 (A~sets at December 31, 1977)」がセグメ
ント別に区分して開示されている。
なお， 「基準書」第14号からみれば， 産業別区分 (industrysegment) 
と地域別区分の財務報告の他に，主要な顧客に対する売上 (salesto major 
customers)と輸出売上 (exportsales)の開示が問題であるが， IBM社
はそれに該当していないので，それらについてのセグメント別財務報告は行
(1) Gross incomeは総利益ないし総収益を意味する。
(2) Operating incomeは営業利益を意味する。
(3) Gross incomeは総利益ないし総収益を意味する。
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われていない。それを開示しない理由の説明は1977年の株主宛年次報告書で
は見当らなかった。但し，輸出売上の問題に関連して， 1984年の株主宛年次
報告書をみると，「IBMは世界各国で製品を製造しているので，主要な米国
外事業の大部分において米国からの輸出に依存するところは僅かである。」
と32頁に記載されている。このような状態は1977年当時からと変っていない
と推察されるので，輪出売上高に関する開示は， 1977年度以降もセグメント
別財務報告ではなされていない。
広義に解すると，セグメント情報の開示として，上述の1975年度分で示し
たような「外国における事業の成果」の明細表がこれに関連するものと思わ
れる。 1977年度の表は1976年分のそれと内容的に殆んど異ならないが，その
明細表の下部説明に， 「上に報告した米国外における事業成績は，財務会計
基準書第14号『企業のセグメント別財務報告』に従っているため，純利益の
報告方式が前年度までと異なっている。この変更は全世界の連結純利益に影
響を及ぼすものではない。…」と記載されている点に注目すべきである。こ
の説明は， 「外国における事業の成果」を財務会計基準書第14号に従ったセ
グメント別財務報告と密接な関連をもったものとしての取扱いであろう。
アメリカ公駆会計士協会 (AICPA)発行の ATT(Accounting Trends 
& Technique~) の 1978年版による 1977年度におけるアメリカ代表的企業
60晦のセグメント別報告の開示情況と比較し， IBM社の1977年度の開示情
況を示すと，次の如くなるであろう。
（項
〔産業セグメント〕
目） 600社中
収 益 (revenue)
営業損益 (operatingincome or loss) 
国有の資産 (identifiableassets) 
固定資産投資 (capitalexpenditure) 
減価償却費 (depreciationexpense) 
32祉
287社
307社
299社
303社
IBM社
???????
ー ?
?????
?????IBM社の日本語版では総収入 (grossincome)と訳されている。
IBM社の日本語版では営業収益 (operatingincome)と訳されている。
fIBM社におけるセグメント情報の開示(1975年から1981年まで）」（末政） （509)223 
〔地域別区分〕
収益 (revenue) 169社 開示ズミ
営業損益 (operatingincome or loss) 118社 開示ナシ
純利益 (netearnings) （不明） 開示ズミ
固有の資産 (identifiableassets) 161社 開示ズミ
減価償却費 (depreciationexpense) 1幽 開示ナシ
固定資産投資 (capitalexpenditure) 19社 開示ナシ
〔輸出売上高〕 5幽 該当ナシ
〔主要な顧客への売上高〕 59社 該当ナシ
このように， IBM社は1977年度にはセグメント別財務報告を積極的に行
なった代表的企業の一つに数えられるであろう。
1978年度の開示について
1978年度のセグメント別報告は「事業区分別及ぴ地域別情報」を1977年と
同じ形で開示されている。その表示内容及び表示形式は1977年度と同じであ
る。ただし， 1977年度は単年度分であったが， 1978年度は1977年度分と比較
できる形式で示されている。
1978年度の特徴としては， 「5年間の営業活動の要約比較表」の下部に，
(4) 
次の第3表（日本語版）の「事業区分別収入」の明細表 (33頁）が，総収益
に対する各事業区分の占める彩割合で表示されている点である。なお，この
明細表も，公駆会計士の監査報告書に指示された監査証明の範囲内である。
従って，この明細表もセグメント別財務報告の一部として考えることができ
るであろう。
1978年度の開示は， 原則的に， 1977年度の開示と大差ないものと認めら
れるであろう。
(4) これは Grossincome by segmentの訳であるが， むしろ「事業区分別総収
益」を意味する。
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第3表
1978年 1977年 1976年 1975年 1974年
（連結総収入に占める割合）
事業区分別収入：
データ・プロセシング事業
機械
売上・・・・・．．．．．．．．．．．．．． 27.7% 25.4% 23.2% 17.7% 
賃貸及びサービス・・・・・・・••……... 40.9 44.7 48.7 54.2 
68.6 70.1 71.9 71.9 
サー ビス， プログラ及ム製び品消耗品
売上・・・・・．．．．．．．．．．．．． 2.5 2.8 2.8 3.0 
賃貸及びサービス・・・・••…·……•• 9.9 8.5 7.5 7.2 
12.4 11.3 10.3 10.2 
81.0 81.4 82.2 82.1 
事務機事業
売上・・・・・・・・・・・，．．．．．．．．． 8.5 8.0 7.6 7.7 
賃貸及びサービス・·…•…………••• 7.6 7.6 7.1 7.0 
16.1 15.6 14.7 14.7 
その他の事業
売上・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・ 2.8 2.9 3.0 3.1 
賃貸及びサービス・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． .1 .1 .1 .1 
2.9 3.0 3.1 3.2 
合計・・・・・・．．．．．．．．．．．．．．． 100.0% 100.0彩 100.0% 100.0% 
6. IBM社の1979年度， 1980年度及び1981年度の
セグメント別財務報告
19.6% 
53.l 
72.7 
3.3 
6.9 
10.2 
82.9 
7.8 
6.2 
14.0 
3.0 
.1 
3.1 
100.0% 
IBM社の1979年度はセグメント情報の開示という点からみれば， 1977年
度及び1978年度のそれに比べて相遮がある。
まず，そのタイトルも1977年は「事業区分及ぴ地域別情報」から， 「地域
別および事業区分別情報 (GeographicArea and Industry Segment In-
formation)」に変更され，その開示順序も反対となり， 「地域別区分」を先
にし， 「事業区分（セグメント）情報」を次にもってきている。 しかし，そ
「IBM社におけるセグメント情報の開示(1975年から1981年まで）」（末政） （511)225 
の順序変更の理由は明らかにされていない。 さらに表示形式も， 1979年，
1978年， 1977年の3ケ年比較形式に改められている。
セグメント情報に関する説明をみても， 「企業のセグメント別財務報告の
規定に従い， 1979年， 1978年および1977年に開する地域別および事業区分別
財務情報を以下に要約する (For purposes of segment reporting, fi-
nancial information by geographic area and industry segment for the 
years 1979, 1978, and 1977 is summarized below.）。」とあり， 1977年
及び1978年のような， 「財務会計基準書第14号『企業のセグメント別財務報
告』の規定に従い……」の文章とは異なる。特に， 「英語版」では，明確に
表硯が異なっている。「日本語版」では，「企業のセグメント別財務報告の規
定に従い，・・・」とあるが，財務会計基準書第14号との関係が不明礁であり，
「英語版」では，その関係を明らかに記述していない。
「事業区分 (industrysegment)」の説明についても，「IBMの事業
(operations)は， きわめてわずかな例外を除き，情報処理システム，装置
およびサービスに関わるものである。しがし，企業のセグメント別財務報告
の目的上 (forpurposes of segment reporting)当社の情報処理事業を 3
区分して報告する。」とされているが， これは， 1977年及び1978年の如く，
「IBMの事業は， きわめてわずかな例外を除き，情報処理システム，装置
およびサービスに関わるものである。しかし， SFAS第14号の規定に従うた
めに (forpurposes of complying with SFAS No.14)，当社の情報処理
事業を 3区分して報告する。」との記載のように， 財務会計基準書第14号の
規定に従うとの表硯とは，明らかにそれは異っているものと考えられる。
「地域別」と「事業区分別」の配別順序は， 1979年度分より異なるが，内
容的には， 1977年度分及び1978年度分より改善されたものになっている。
「地域別」情報についてみると， 1979年， 1978年及び1977年の3年間のデ
ータが比較形式で見やすく表示されている。内容的には， 1978年度のものと
変りはなく， 3地域区分も同じであり，その明細表下部の説明も殆んど同じ
である。
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「事業区分別」情報についてみると， これも 3年間のデークが年次比較
(1) 
形式で見やすく説明されている。項目的には，各セグメント別に， 「総収入
(2) 
(Gross income)一得意先」， 「営業収益 (Operatingincome)」， 「年度末
の資産 (Assetsat December 31)」，「減価償却費(Depreciationexpense)」，
「固定資産投資 (Capitalexpenditure)が示されている。 1978年度との相遮
点は「事業区分間振替」が1979年度では表示されなくなった。さらに， 1977
年度及び1978年度では，・セグメント別に配賦されないで，連結関係のところ
で合計金額ではあるが， 項目的には， 「一般本社経費」と「借入金利息」が
区分して金額表示されていた。しかし， 1979年度では「一般本社経費および
借入利息」の一科目で金額表示されている。従って，開示項目は1978年度と
大差はないものと考えられる。
(3) 
1978年度に初めて追加された「事業区分別収入 (GrossIncome by Seg-
ment)」の明細表と同じ形式のものが， 1979年度にも，各事業区分の総収益
に対する彩割合で概観的に表示されている。
1979年度の「外国における事業の成果」の明細表は， 1977年度及び1978年
度と同じ項目，同じ形式で示されている。
1980年度の開示について
1980年度分は，「地域別および事業区分別情報」の明細表及ぴ関連説明は，
その表示順序，表示形式等が1979年と殆んど同じであり，セグメント情報開
示の基本的立場は同じであると考えられる。
(3) 
「事業区分別総収入状況」については取扱項目が同じであるが， 1979年度は
5年分の数値が示されてあったものが， 3ケ年分の数値に変更されている。
また，各項目の占める割合を彩表示するのが1979年度分であったが， 1980年
度より各項目の金額表示に改められている。この方が，その内容を分析的に
(1) Gross incomeは総利益ないし総利益を意味する。
(2) Operating incomeは営業利益を意味する。
(3) Gross Income by Segmentは事業区分別総収益を意味する。
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みる場合に有益であると思われる。
直接的には，セグメント別財務報告ではないが，損益計算書自体の表示が
セグメント別分析との関連からみれば改善されている。 1979年度までは，損
益計算書自体で2ケ年間の「売上」，「賃貸料及びサービス」の2項目がそれ
ぞれ収益とその原価が比較できるように金額表示してあったが， 1980年度分
からは3ケ年分のデータに改められ，項目的にも， 「売上」， 「賃貸料」，「サ
ービス」の 3項目に区分して，それぞれの収益とその原価の金額が，別々に
表示されている。従って， 「事業区分別総収入状況」の明細で，事業区分毎
に「売上」，「賃貸料」，「サービス」に細分されているものと照合して，内容
を分析的にみることができるものと思われる。
「税金」の明細表について， 1980年度より，米国内事業と米国外事業の所
得税が分離した金額で示され，また税効果の金額計算も米国分と米国外分に
分けて示されている。このことは「米国外における事業の成果」の明細表と
の関連を理解するために有益である。
英文は Non-U.S.であるが， 1979年度までは，日本語版では「外国にお
ける事業の成果」と訳されていたものが， 1980年度より「米国外における事
業の成果」と翻訳されるようになった。「米国外における事業の成果」の明
細表は， 1980年度より 3ケ年分に改められ，さらに，項目的にも， 1979年度
以前は税引後純利益のみの表示であったが， 1980年度より，所得税，税引前
利益，当期純利益が表示されることになった。これもセグメント情報をみる
ためには改善されたものとなっている。
1981年度の開示について
1981年度分は， 「地域別および事業区分別情報」についても， 1980年度分
の最初に「企業のセグメント別財務報告の規定に従い・・・・・・」の文言があった
が， 1981年度分はそれがなく， 「1981年， 1980年， 1979年の地域別および事
業区分別の財務情報を以下に要約して示し……」とのみ記載し，財務会計基
準書第14号による「セグメント別財務報告」との関係は示さない簡単な説明
228(514) 第 33巻第4• 5号
になっている。
「地域別区分」については， 1981年度の明細表の下部説明は1980年度のそ
れと全く同じであり，金額が， 1981年， 1980年， 1979年の3ケ年に改められ
ているだけである。
「事業区分（セグメント）」については， その明細表で取上げられた項目
は， 1981年度も1980年度と同じであり，金額のみ1981年， 1980年， 1979年の
3ケ年に改められている。 なお， 明細表の下部説明も同じである。 1979年
度， 1980年度， 1981年度共に， 「IBMの事業はきわめて僅かな系列外を除
き，情報処理システム， 装置およびサービスに関わるものである。」とされ
ているが，注目したい点は，必ずしも IBMの事業が単一の事業区分 (in-
dustry segment)と明記されていないことである。 この点， 1982年度分と
比較するとき注目したい（次稿にゆずる）。
さらに， 「事業区分別総収入状況」も 1980年度分と同じ項目が表示され，
その年度とその金額が更新されているだけである。
1981年度の「米国外における事業の成果」の明細表は， 1980年度分と表示
項目，表示形式が同じである。しかし，その明細表に，外国通貨の変動が大
きな影響を与えているので，その理解に供するため， ドイツ・マルク，フラ
ンス・フラン，イギリス・ポンド，イクリア・リラ，日本・円の主要5ケ国
通貨の価値の低下の情況を付表として示し，それを追加している点が1980年
度までとは異なる。
セグメント別財務報告以外で， 1981年度として注目すぺきことは，外国通
貨変動の影響が大きかったため， 「経営者の所見」でその関係の説明がなさ
れている点であろう。但し，それは公圏会計士の監査証明対象外である。
さらに， 1981年度から資金（現・預金および市場性有価証券）を主要概念
とした連結資金フロー表が付添されていることも特筆事項であろう。 1980年
度までは，運転資本を主要概念とした連結資金運用表が開示されていた。
なお，付言すれば， 1981年5月1日開始の IBMクレジット・コーボレー
ションの説明に注目しなければならない。当時，アメリカでは，この会社は
「IBM社におけるセグメント情報の開示(1975年から1981年まで）」（末政） （515)229 
非連結子会社であり，持分法適用により連結財務諸表上は営業外収益の関連
項目である。従って，セグメント別財務報告におけるセグメント収益・営業
利益に関係づけられていないことも注意すべきであろう。
7. むすびに代えて
1970年代の初めより，アメリカではセグメント情報の強制開示が SEC等
により，株式公開企業に要求されるようになった。
その年代の前後にかけて，企業会計を取りまく職域団体等により，制度会
計における財務諸表の不可欠な部分としてのセグメント別財務報告が積極的
に論及されるようになった。 それは結局， FASBによる財務会計基準書第
14号 (1976年12月）の発行という形で結実することになり，そこで1977年度
より，制度会計としてのセグメント別財務報告が定着する運びとなった。
IBM社のセグメント情報の開示についてみると， 1975年度と1976年度の
株主宛年次報告書は，本格的なセグメント別財務報告を施行する前段階をな
す時期のものとして考えられる。
1977年度と1978年度の株主宛年次報告書は，財務会計基準書第14号の適用
により，むしろ積極的にセグメント別財務報告を開始した時期のものとして
評価することができる。
1979年度， 1980年度及び1981年度の株主宛年次報告書は， 1977年度及び
1978年度分の反省をこめ，より良きものへとセグメント別財務報告を改善し
ようと図った時期のものと考えられる。しかし他方，事業（産業）区分（セ
グメント）の考え方には徽妙な変化がみられ，地域別区分の方を「基準書」
第14号により， IBM社に要請される基本的セグメント区分として取扱って
いるように思える。このような思考の変化は，次稿で取上げる1982年度以降
のセグメント別財務報告にそれが顕著に現われてくるのである。
